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〔議第６４号〕 

   美濃加茂市部設置条例等の一部を改正する条例について 

【議案書：１頁】 

◎ 改正の概要 

優先的に取り組む施策や、新たな行政課題に対応する組織の設置を目的と

して、令和４年４月から実施を予定している機構改革に伴い、美濃加茂市部設

置条例、美濃加茂市福祉事務所設置条例及び美濃加茂市放課後児童健全育成

事業の実施に関する条例の一部を改正します。 

◎ 改正の主な内容 

○ 美濃加茂市部設置条例の一部改正（第１条） 

  ・ 健康こども部及び市民福祉部の設置並びに機構改革に伴う事務分掌の

見直し（第１条及び第２条関係） 

   健康・こども・子育てに関する施策の一元化を図り、こどもを産み育

てやすい環境の整備を推進するため、健康福祉部を分割し、健康こども

部及び市民福祉部を設置します。 

   健康福祉部の事務分掌を、所管する部ごとに振り分け、健康こども部

の事務分掌となる「保育園に関すること。」を「保育園、幼稚園及び認

定こども園に関すること。」に変更し、幼稚園に関することを教育委員

会から移管します。 

   経済や環境など、総合的な取組により、ローカルＳＤＧｓみのかもを

一層推進するため、「環境保全及び公害対策に関すること。」及び「廃

棄物及びリサイクルに関すること。」の事務分掌を、市民協働部から産

業振興部に変更します。 

「定住自立圏構想の推進に関すること。」及び「広域行政に関するこ

と。」の事務分掌について、他の地方公共団体や一部事務組合との連携等

を一層強化するため、市民協働部から経営企画部に変更します。 

〇 美濃加茂市福祉事務所設置条例の一部改正（第２条） 

  ・ 福祉事務所長を充てる職の変更（第３条関係）

    美濃加茂市福祉事務所の所長に充てる職を健康福祉部長から市民福祉

部長に変更します。 
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○ 美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部改正（第

３条） 

  ・ 事務の執行の委任を取りやめ、市長の執行とする。

    機構改革に伴う事務分掌の見直しにより、美濃加茂市放課後児童健全

育成事業の執行について、教育委員会から市長に移管します。 

    また、美濃加茂市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２６年美濃加茂市条例第２９号）に合わせ、字句

の整理等を行います。 

◎ 施行期日等（附則） 

 ○ 施行期日 

   この条例は、令和４年４月１日から施行します。 

○ 経過措置 

執行の権限を教育委員会から市長に移管することに伴い、この条例の施

行前になされた申請若しくは許可又は許可の取消しについては、改正後の

条例による申請若しくは許可又は取消しとみなします。 
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〔議第６５号〕 

美濃加茂市森林公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

【議案書：７頁】

◎ 改正の概要 

本市の森林公園である下米田さくらの森園内の一部において、「行楽及びレク

リエーションを目的とした野外調理のためだけ」に火気の使用を認めています

が、「火災を起こさないよう注意を払い、良識を持って後片付けを行うとともに、

ごみは持ち帰る」という遵守事項が守られないことが多く、森林公園機能の保全

を図るために、火気使用を禁止する改正を行うものです。

◎ 改正の主な内容 

○ 行為の制限（第１４条関係）

火気の使用は、みのかも健康の森グルメの丘において指定管理者の指示の

もとで利用できるだけとしたため、当該規定を削り、次条以降を繰り上げま

す。

○ 禁止行為の例外規定（火気使用）の追加（第１５条関係）

第１４条を削ったため、グルメの丘で指定管理者の指示に従って火気を使

用できる例外規定を新たに規定します。

〇 字句等の整理

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。 
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〔議第６６号〕 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

【議案書：１０頁】 

◎ 改正の概要 

 ○ 法令改正情報 

公布される法令 介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令（平成３

０年厚生労働省令第３０号） 

条例改正に影響

する施行日 

平成３０年４月１日 

改正された省令 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号） 

条例改正に影響

する条 

第１３１条の１０の２ 

◎ 改正の主な内容 

○ 申請者の資格（第３条関係） 

現行では、看護小規模多機能型居宅介護の指定を受けるためには、法人

であることが必要となっていますが、病床を持つ診療所も指定を受けられ

ることを可能とします。

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、公布の日から施行します。
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〔議第６７号〕

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について

【議案書：１１頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 ①健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和３

年政令第２２２号） 

②全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康

保険法等の一部を改正する法律（令和３年法律第６６

号） 

条例改正に影響

する施行日 

①令和４年１月１日 

②令和４年４月１日 

改正された法令 ①健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）等 

②国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）等 

条例改正に影響

する条 

①第５条 

②第１１条、第２０条の２、第２１条、第３２条及び

第３２条の３ 

〇 条例改正趣旨 

 ① 出産育児一時金の額について（第５条関係） 

出産時の産科医療補償制度について、令和４年１月１日から掛金が１万

６千円から１万２千円に引き下げられ、出産育児一時金の支給総額につい

ては、現状の４２万円を維持すべきとされたため、条例にて規定されてい

る出産育児一時金の金額の改正を行うものです。

② 未就学児に係る均等割額の減額（第１１条、第２０条の２、第２１条、

第３２条、第３２条の３関係） 

未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前である被保険

者）の均等割額の保険料額について、令和４年４月１日から保険料額に１

０分の５を乗じて得た額とするとされたため、必要な改正を行うもので

す。 

◎ 改正の主な内容 

○ 出産育児一時金の額について（第５条関係） 

被保険者が出産した時に支給する出産育児一時金を４０万４千円から４

０万８千円に改正します。 

なお、ただし書きで定める加算額について、美濃加茂市国民健康保険条例
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施行規則（平成１２年美濃加茂市規則第３３号）を改正し、１万６千円から

１万２千円に減額することで、出産育児一時金の総額４２万円に変更はあり

ません。 

○ 未就学児に係る均等割額の減額（第１１条、第２０条の２、第２１条、第

３２条、第３２条の３） 

国民健康保険料の均等割額については、年齢にかかわらず１人当たりの額

となっていますが、未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前

である被保険者）に対する均等割額は１０分の５を乗じて得た額に減額しま

す。 

世帯全体の低所得者に対する軽減の対象者は、７割軽減、５割軽減又は２

割軽減のいずれかの軽減を行った後に、未就学児に対しては更に１０分の５

を乗じて得た額が均等割額の保険料となります。 

軽減にかかる費用については、国が２分の１、県が４分の１、市が４分の

１をそれぞれ負担することになります。 

◎ 施行期日等 

 〇 施行期日 

この条例は、令和４年４月１日から施行します。ただし、第５条の規定（出

産育児一時金の額の改正）は、令和４年１月１日から施行します。 

 〇 経過措置 

・ 令和４年１月１日前に出産した被保険者に係る美濃加茂市国民健康保険

条例第５条第１項の規定による出産育児一時金の額については、なお従前

の例によります。 

・ この条例による改正後の第１１条、第２０条の２、第２１条、第３２条

及び第３２条の３の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料について適

用し、令和３年度分までの保険料については、なお従前の例によります。
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